
一般社団法人プテラ定款

第1章　総則

（名称）

第1条 当法人は、一般社団法人プテラと称し、英文では、Ptera.jp と表示する。

（目的）

第2条 当法人は、世界の潮流であるグローバル化、IT 化に地域社会で対応することを目的とし、その目的達成のために下記の事業を行う。
1 当法人の目的に賛同する方々とのコミュニティづくり事業

2 語学、IT、伝える力・共感を得る力、マネジメント力に関する教育、人材育成事業

3 前第2号に関するカリキュラム、教材開発事業

4 IT システム、ソフトウェアに関する企画・設計・開発事業

5 グローバル化、IT 化に関する調査、研究、情報提供およびコンサルタント事業

6 前各号に関するセミナー、イベント、講演の開催事業

7 前各号に関する電子形態を含む出版事業

8 前各号に関する販売業

9 翻訳業

10 その他当法人の目的を達成するために必要な事業
（主たる事務所の所在地）

第3条 当法人は、主たる事務所を大分市に置く。
（公告方法）

第4条 当法人の公告は、電子公告方法により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、官報に掲載する方法により行う。



第2章　会員・社員

（会員、入会および種別）
第5条 当法人の目的に賛同し、入会した者を会員とする。
2 当法人の会員となるためには、当法人所定の申込様式による申込みをし、理事の承認を得るものとする。

3 当法人の会員は、次の3種とし、正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」という。）上の社員とする。

1 正会員　この法人の目的に賛同して入会した個人または団体

2 賛助会員　この法人の事業を賛助するため入会した個人または団体

3 名誉会員　この法人に功績のあった者または学識経験者で社員総会において推薦された者

（会費）
第6条 正会員は、社員総会で別に定める入会金および会費を納入しなければならない。

2 賛助会員は、社員総会で別に定める賛助会費を納入しなければならない。

（会員の資格喪失）
第7条 会員は、次に掲げる事由によりその資格を喪失する。

1 １年以上会費を滞納したとき

2 総社員の同意があったとき
3 成年被後見人または被保佐人になったとき

4 死亡または会員である団体の解散
5 除名されたとき
2 会員は、前項の資格を喪失したときは退会するものとする。


（退会）
第8条 正会員および賛助会員は、いつでも退会することができる。
（除名）

第9条 当法人の会員が法人の名誉を毀損し、または当法人の目的に反する行為をしたとき等除名すべき正当な事由があるときは、社員総会の特別決議により除名することができる。この場合は、除名した会員にその旨を通知することを要する。

（会員名簿）
第10条 当法人は、会員の氏名または名称および住所を記載した会員名簿を作成し、当法人の主たる事務所に備え置くものとする。
2 当法人の会員に対する通知または催告は、会員名簿に記載した住所または会員が当法人に通知した居所にあてて行うものとする。
第3章　社員総会

（社員総会の決議事項）
第11条 社員総会は、一般法人法に規定する事項、法人の組織、運営、管理その他一般社団法人に関する一切の事項について決議することができる。

（招集）

第12条 当法人の定時社員総会は、毎事業年度末日の翌日から2ヶ月以内に招集し、臨時社員総会は、必要に応じて招集する。

2 定時社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除くほか、理事の過半数の決定により代表理事がこれを招集する。代表理事に事故もしくは支障があるときは、あらかじめ定めた順位により他の理事がこれを招集する。

3 社員総会を招集するには、会日より1週間前までに、各社員に対して招集通知を発するものとする。

4 前項にかかわらず、社員総会は、社員全員の同意があるときは、書面または電磁的方法による議決権行使の場合を除き、招集手続きを経ずに開催することができる。

（議長）
第13条 社員総会の議長は、代表理事がこれに当たる。ただし、代表理事に事故もしくは支障があるときは、あらかじめ理事の定めた順位により、他の代表理事または理事がこれに代わるものとする。

（決議の方法）

2 社員総会の決議は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、総社員の議決権の過半数を有する社員が出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う。

3 各社員は、各1個の議決権を有する。

（社員総会の決議の省略）

第14条 社員総会の決議の目的たる事項について、理事または社員から提案があった場合において、その提案に社員の全員が書面または電磁的記録によって同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。
（議決権の代理行使）

第15条 社員またはその法定代理人は、当法人の社員または親族を代理人として、議決権を行使することができる。ただし、この場合には、社員総会ごとに代理権を証する書面を提出しなければならない。

（社員総会議事録）
第16条 社員総会の議事については、法令に定める事項を記載した議事録を作成し、議長および出席理事が署名または記名押印して10年間当法人の主たる事務所に備え置くものとする。

第4章　理事
（理事の員数）

第17条 当法人には、理事3名以内を置く。
（理事の資格）

第18条 当法人の理事は、当法人の社員の中から選任する。ただし、必要があるときは、総社員の過半数をもって、社員以外の者から選任することを妨げない。

（理事の任期）

第19条 理事の任期は、選任後2年以内の最終の事業年度に関する定時社員総会の終結の時までとする。

2 任期満了前に退任した理事の補欠として選任された者の任期は、前任者の任期の残存期間と同一する。

3 増員により選任された理事の任期は、他の在任理事の任期の残存期間と同一する。

（代表理事）
第20条 当法人に代表理事1名を置き、理事の互選によって選定する。
2 代表理事を、理事長と称する。

3 理事長は、当法人を代表し、法人の業務を統轄する。

（報酬等）

第21条 理事の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人から受け取る財産上の利益は、社員総会の決議によって定める。

第５章　基金

（基金の募集）

第22条 当法人は、社員または第三者に対し、一般法人法第131条に規定する基金の拠出に関する募集をすることができる。

（基金の取扱い）

第23条 基金の募集・割当て・払込み等の手続、基金の管理および基金の返還等の取扱いについては、理事の決定により別に定める「基金取扱規定」によるものとする。

（基金の拠出者の権利）

第24条 拠出された基金は、基金拠出者と合意した期日までは返還しない。

（基金の返還の手続）

第25条 基金拠出者に対する返還は、返還する基金の総額について定時社員総会の決議に基づき、理事が決定したところにより行うものとする。

第6章　解散

（解散の事由）

第26条 当法人は、次に掲げる事由によって解散する。

1 社員総会の決議

2 存続期間の満了

3 法人の合併

4 社員が欠けたとき

5 法人の破産手続開始決定

6 解散を命ずる裁判

（法人の継続）

第27条 前条第1号から2号までの事由によって解散した場合においては、社員総会の決議をもって法人を継続することができる。

2 前条第4号の場合においては、理事の承認により新たに社員を加入させて、法人を継続することができる。

第7章　計算

（事業年度）

第28条 当法人の事業年度は、毎年1月1日から同年12月31日までとする。

第８章　附則

（最初の事業年度）

第29条 当法人の最初の事業年度は、当法人の設立の日から平成23年12月31日までとする。
（設立時社員の氏名または名称および住所）

第30条 設立時社員の氏名または名称および住所は次のとおりである。
大分市南春日町11番35号
武本　幹雄
大分市大字八幡915番地の13
安部　結理
（設立時理事の氏名および住所）
第31条 当法人の設立時理事の氏名および住所は次のとおりである。
設立時理事
大分市南春日町11番35号
武本　幹雄
（定款に定めのない事項）

第32条 本定款に定めのない事項は、すべて一般法人法その他の法令の定めるところによる。

　以上、一般社団法人プテラを設立するため、この定款を作成し、設立時社員がこれに記名押印する。

　　　　平成23年3月2日







設立時社員　　武本　幹雄






設立時社員　　安部　結理
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